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第２０ 製造所等において行われる変更工事に係る取扱い

１ 基本的事項【Ｈ１４消防危４９】 

 (1) 変更許可の要否 

   製造所等において維持管理等を目的とする工事が行われる結果、製造所等に変更が生ずる  

  場合において、法第１０条第４項の位置、構造及び設備の技術上の基準（以下「基準」とい 

  う。）の内容と関係がない工事については変更の許可を要しないものとする。 

 (2) 非対象設備の変更 

   製造所等を構成する部分のうち危険物以外の物質を貯蔵し、又は取り扱う部分（以下「非 

  対象設備」という。）については、位置の基準並びに消火設備及び警報設備の基準以外の基 

  準の適用はないので、非対象設備のみの変更が行われる場合においては、位置又は消火設備 

  若しくは警報設備に変更が生じないものについては、変更の許可を要しないものとする。 

 (3) 対象設備と関連する非対象設備の変更 

   危険物を貯蔵し、若しくは取り扱う部分（以下「対象設備」という。）又は対象設備と非 

  対象設備の両方の部分に関して行われる工事については、位置、構造及び設備の基準との関 

  連により変更許可を要するかどうかについて判断するものとする。 

 (4) 変更許可を要しない変更工事 

   製造所等を構成する機器は相互に密接に関係しつつ一体として施設を構成しており、また、 

  変更の内容もさまざまであることから、変更が行われる結果、基準の内容と関係が生じるか 

  どうかは、すべてが事前に明白であるわけではない。 

   他方、形式的には基準の内容と関係が生じる場合においても、その内容が軽微であり、保 

  安上の問題が生じないものまで変更許可を要することとすることは適当ではない。 

   したがって、工事の内容が軽微であるものについては、変更の内容も軽微であると考えら 

  れるので、変更許可を要しないものとする。 

   軽微な変更工事については、その形態に応じて「確認を要しない軽微な変更工事」及び事 

  前に資料を提出することによる確認を要する軽微な変更工事（以下「確認を要する軽微な変 

  更工事」という。）に区分する。 

   なお、確認を要する軽微な変更工事については、変更の内容及び工事の内容を事前に確認 

  した結果により、変更許可を要する場合もあり得る。 

 

２ 具体的な運用に関する事項【Ｈ１４消防危４９】 

 (1) 確認を要する軽微な変更工事 

   工事の内容は軽微であるが、さらに基準の内容と関係が生じるかどうかについて確認する 

  必要があるものについては、「確認を要する軽微な変更工事」として事前に工事の内容に関 

  する資料の提出を求め、当該工事の内容を確認するものとする。この場合において、工事の 

  内容が基準の内容と関係がないとき又は基準の内容と関係が生じるとしても変更の内容が保 
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  安上影響を及ぼさない軽微なものであるときは、変更許可の手続きを要しないものとする。 

 (2) 確認を要しない軽微な変更工事 

   工事の内容が極めて軽微であることから、基準の内容と関係が生じないことが明白である 

  ものについては、「確認を要しない軽微な変更工事」として、資料により確認することなく 

  変更許可を要しないものとする。 

   なお、この場合においては、事後における資料の提出も要しない。 

 (3) 変更工事が保安上の問題を生じさせないものであると判断するための要件 

   変更工事が保安上の問題を生じさせないものであると判断するための要件を、予め一律的 

  に定めることは困難であるが、一般的には少なくとも次の要件を満足する必要がある。 

  ア 変更工事に伴い、製造所等の許可に係る危険物の品名、数量又は指定数量の倍数の変更 

   がないこと。 

  イ 変更工事に伴い、位置に係る技術上の基準に変更がないこと。 

  ウ 変更工事に伴い、建築物又は工作物の技術上の基準のうち、防火上又は強度上の理由か 

   ら必要とされる基準に変更がないこと。 

  エ 変更工事に伴い、通常の使用状態において、可燃性蒸気又は可燃性微粉の滞留するおそ 

   れのある範囲の変更がないこと。 

 (4) 変更許可を要する工事と確認を要する軽微な変更工事が同時に行われる場合 

   工事の形態により、「変更許可を要する工事」と(1)の「確認を要する軽微な変更工事」と 

  が同時に行われる場合には、「確認を要する軽微な変更工事」に係る部分の資料を変更許可 

  の申請に含めることができるものとするが、(1)の「確認を要する軽微な変更工事」に係る部 

  分については、変更許可に係る完成検査は要しないものとする。 

 (5) 確認を要する軽微な変更工事及び確認を要しない軽微な変更工事の例示 

   次のアからエ以外の変更工事については、別記１のとおりとする。 

   なお、別記１に掲げる例示以外の内容で、別記１の項目に類似又は同等であると認められ 

  るものは同じ取り扱いをすることができる等、当該工事の内容により判断する。 

  ア 構造及び設備等の変更を目的としない工事（塗装工事、点検のための設備等の分解、清 

   掃、組立等の一連工事）は、「確認を要しない軽微な変更工事」として扱うものとする。 

  イ 移動タンク貯蔵所の常置場所の変更については、第２０－１表のとおりとする。 
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  ウ 屋外タンク貯蔵所のタンク本体に係る補修工事については、別記２のとおりとする。 

   【Ｈ９消防危３６】 

  エ 地下貯蔵タンクの流出防止対策に係る変更工事については、別記３のとおりとする。 

 

３ 火花を発する器具の使用に係る手続き 

  「確認を要しない軽微な変更工事」のうち溶接溶断等火花を発する器具等を使用する工事で 

 あって、安全対策上仮設防火塀等を設置して行う場合には、事前に資料の提出を求めるもので 

 あること。ただし、許可申請、仮使用承認申請において、溶接溶断等火花を発する器具の使用 

 場所等を確認できる場合は、重複して資料の提出を求めないものとする。 
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